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1 .農林水産部組織の概要

｛職員数（令和2年4月1日現在） l 
． 本庁I 211 

地域機関1 672 

合計I 943 

農林水産部

（部長
前回茂樹

副部長 農林水産総務課
更庭英洋 課長佐脇優子

人権・危機管理監 H農林水産財務課
寺本嘉孝 ｜ 長村田洋

農林水E義政策・輸出促進監円フードイノベーション課
世古 勝 i課長福島頼子

茨妄寸嘉彦振興担当）
近回恭一

室長畜紡疫対策監
巽 俊彰

団体検査課

課長上問峰浩

担い手支援謀
課長岡本 明

i農業研究所
所長後藤健治

｜議：産研究所
参事兼所長斉藤 肇

！中央農業改良普及センター
所長竹田久夫

j農業大学校
校長椛谷 斉

i農産物安全・流通謀
課長秦 和夫

農産鴎芸課
課長伊藤 敬

i病害虫｜坊徐所
所長森 雅樹

番重謀
課長中村雅人

｜北勢家畜保健衛生所
所長高山泰

｜中央家姦保健衛生所
所長藤村フ口語

｜障i勢家密保健衛生所
所長森 昌昭

i紀州家畜保健笹生所
所長島田浩明

cs F対策PT 
参事兼担当課長矢野次男
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I京葉霧莞爾
所長野々回稔 ~B

J林道諜

課長潤津波樹

みどり共生推進課

課長中村元久

喜重

許響評E
曹零時

京一

夜



山武、司
大平和輝
伊藤賢二
（農政室長兼務）
長田浩次

農林水産事務所組織

都
i桑名農政事務所
所長
副所長兼総務企画室長
農政室長
桑名地域農業改良普及センタ」長（兼）

農村基盤室長

河内克己
長尾和子
山田信二
（農政室長兼務）
水谷勝則
木下直也

i四日市農林事務所
所長
副所長兼総務企画室長
農政室長
籾日市鈴鹿地域農業改良普及センター長（兼）

農村基童皇室長
森林・林業室長

内和夫
川口徳郎
西口 茂
（農政室長兼務）
田端啓敏
松浦 司
武南茂
療関慎介

森
l津農林水産事務所
所長
副所長兼総務企爾室長
農政室長
津地域農業改良普及センター長（兼）

農村基盤室長
安濃ダム管理室長
森林・林業室長
水産室長

倉綱雄
石橋敦夫
大谷王簿
（農政室長兼務）
松島主主忠夫
藤井栄治

朝

回憲明
高松基子
後藤忠司
（農政室長兼務）
南部主臣
柴山浩一
山口和昭
津本欣吾

太

｜松i荻農林事務所
所長
同j所長兼総務企画室長
農政室長
松阪地域農業改良普及センター長（兼）

農村基盤室長長
森林・林業室長

｜伊勢農林水産事務所
所長
国lj所長兼総務企画室長
農政室長
伊勢志摩地域農業改良普及センタ｝長（兼）

農村基遺産室長
宮JI！用水室長
森林・林業室長
水産室長

。。



井孝充
竹村茂也
Jll 端俊夫
（農政室長兼務）
永井章公
吉川 覚

杉

l伊賀農林事務所
所長
副所長兼総務企閣議長
農政室長
伊賀地域農業改良普及センター長（兼）

農村基盤室長
森林・林業室長

良
一
利
郎
博

哉
基
直
伸
俊

直
井
野
弓
内

達
亀
大

伊

i尾鷲農林水産事務所
所長
副所長兼総務企画室長
農政・農村基盤室長
～森林・林業室長
水産室長

橋善治
西健之
西賞
（農政室長兼務）
安田健ニ
福岡秀哉

竹

前

l熊野農林事務所
所長
副！所長兼総務企蘭室長
農政室長
総州地域農業改良普及センター長（兼）

農村基盤室長
森林・林業室長
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毒事 矛努 毒事 費量E 帯型E 遺書5

項

農林水産総務課

課長佐脇優子
霞話 059-224-2511 

農林水産財務課

課長村田洋一
霞話 059-224-2505

ロ

フードイノベーション課

課長福島頼子
電話 059-224-2391 

概 要

農林水産施策に関する食廻・立案や総合鶴盤、情報収集

・発信を行いま令。

また、都内の各課圃各所が、提議する施策祖業務を円滑

に推進できるよう、組織・人事管理等を一元的に行うとと

もに、操漢の方々からの相談・問い合わせの窓口としての

役割lを果たします。
あわせて、職員の人材育成、人権施策の推進、県出資法

人等の改革支援等iこ取り組むほか、都内の危機管環および
紡災対策の総合的な調整を行います。

重量林水産施策を推進するための震要な経営資源である

予算を適切に現分することで、効率的で効果的な事業犠築

を図るとともに、経理・決算などの会計事務の適:iEな処理量
を通じて、円滑な施策運営を支援します。

また、農林水底部が所管する公共事業の総括業務などを

行います。

農林漁業者や食品製造事業者の企業カを高め、県産品の

競争力を強化するため、食にかかわる先端技術や新事業展

繍などをサポートできる護学官ネットワーク等による fみ

えフードイノベーションjを推進するとともに、消費者の

多様なニーズに対応した付加価値の高い商品が提供できる

事業環境の整備や8次産業化等に傍わる人材を育成しま
す。

また、三重フランドや伊勢志摩サミットのレガシーを生

かした付加儒鎮の高い県康品の情報発信や、食育・地産地

j自の推進により、金に闘する県民の信頼の糠成を進めますe

みえフードイノベーション総合推進i事業者連携のための fみえフ…ドイノベーション・ネッ
事業 ' ｜トワークjの運営、プロジェクトによる新たな商品・サー

どスの創出、 6次産業化に取り組む意欲ある人材の育成、

商品カの強化に取り組みます。

また、新たなイノベーションを生み出すために、！ CT

やビッグデー夕、食品の機能性を活用するための研究や実

証iこ取り総みます。

5 



尊重E 表努 尊重E 議長 帯型E 蓮華さ

項 日 概 要

みえジピエの消費拡大に向けた｜ みえジピエビジネスの確立に向け、解体処理、加工、

fみえモデルj構築事業 i販売等に関わる事業者と逮携し、商品凋発や販路拡大を

戦略的ブランド化推進事業

食で生みだす粋づくり・輸づくり

推進事業

東京オリ・パラを契機としたみ

えの食材イノベーション事業

みえスマートフードチェーン促

進事業

みえの農林水産情報発信スマ｝

ト化事業

進めるとともに、みえジピエのさらなる安全性や品質の

権保に取り組みます。
また、Cs F感染地域におけるジピエ利用を可能とす
る検証を実施します。

特に優れた県産品とその事業者を三重ブランドとして

認定し情報発信するとともに、ブランド化を進める人材
の育成に取り組み、県産農林水産物のイメージアップと

ブランドカの向上を図ります。

「第3次三重県食管推進言十商jiと基づき、さまざまな
関係団体等と連携し、食育に関する情報発信や地域にお
ける食育活動、学校給食への地場産物活用等の促進に取

り総むとともに、消費者に対して地域の持続可能な農業

生産に向けた生産者の取組についての普及啓発や地産
地消活動の促進に努めます。

東京オリンピック・パラリンピyクに向け、首都圏で

のイベント等において、食材情報の発信を行うことで、

県産食材の書官、知度を上げ、恒常的な取引につなげるとと
もに、みえの食を通じた、ととわか国体・とこわか大会

の成功に肉けた機運醸成を図ります。

生産現場から加工、流通、販売にいたる、さまざまな

事業者が逮携して、みえの農業の特色を生かした、デ」
タサイエンスに基づくスマートフードチェーンシステ

ムの構築を図ります。

県産農林水産物のデ］タの見える化と情報発信のス

マートイ七そ推進することによ明、みえの食が有する本質
的な価値への共感を呼び込み、県産農林水産物を活用し

た商品およびサービスの付加価値向上な図ります。

6 



項 自

図体検査課

課長上回峰浩
電話 059-224-3379

毒事 矛重苦 弓審 議室主 税玩 嘉霊E

概 聖書

農林水産悶体等の健全な経営を確保するため、法令に基

づき農業協同組合、森林組合、水産業協関組合、土地改良

区等に対する検査を実施し、合法性、合理性および合邑的

性の観点から、各間体の業務や会計の状況を検証します。

あわせて、指導接送部暑と連携し‘検査で指摘した事項

の速やかな改善を進めます。

問 7肝



弓罫 表重苦 高吾 妻書室 キ既 蓮華5

項 自

担い手支援諜

｜課長岡本明
電話 059-224…2354

農業・農村再生検討調査事業

地域活性化プラン推進事業

中山陽地農業ルネッサンス

推進事業

農業のスマート化促進事業

被 要

農業行政の食蘭および調整委行うとともに、地域の農

JI業駒山…な関一一生かした
｜新たな価値の創出につながる取経を促進します。
｜ また、経営感覚に優れ、効率的かつ安定的な経営が可

｜能な農業緩営体や、次代を支える元気な担い手の確保・

育成を図るため、 JAグループ、農業委員会系統組織、
（公財）三蒙県農林水康支媛センターなどの関係機関と

の連携を強化し、新規参入希望者に対する支援、経営規

模拡大、生産技術の向上、経営の高度化に取り絡む農業
者への支援等の施策を総合約に推進します。

県内の農業・農村が抱えるさまざまな課題に対応する

ため、 「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する
条例Jに基づく基本計画の的確な進捗管理を行うととも
に、農業・農村振興施策に関する国等の動向など、必要

な調査・検討を行います。

地域の農業者をはじめ、さまざまな関係者の創意工夫
のもと、農地、景観、文化、人材など地域資源を有効活

用する取組へのスタートアップと実践を支援すること

で、農産物の高付加価値化や地域の取組の発展、人材の

確保・育成等の新たな価健創出につながる取組を進める
集落や産地等の育成を行います。

中山間地域農業の抱える課題を解決するため、中山間

地域農業の特色を生かした多様な取組へのチャレンジを
誘発するとともに、モデル事例の横緩欄を図ります。

若者が魅力を感じる働きやすい農業の実現に向けて、

伊賀米および伊勢茶の産地において、 Ic Tを活用した
熟練生産技術の見える化や情報提供の仕組みづくりなど
に取り組みます。

農業技術高度化研究開発推進 i国等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公
事業 ｜設試験研究機関等と連携しながら、県内農業の振興に生

かすことができる高度な技術を開発するための研究やス
マ」ト農業技術の実証に取り組みます。

’1 
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要唇 豪努 著書草 書量生 模型正 要~

項 窃 概 要

植物工場実証パイロット事業｜ 農業研究所内に整備した太陽光利用型植物工場にお

いて、トマト、イチゴ生産の低コスト化、周年栽培の

実誌を行うとともに、実証技術を普及・拡大させるた

めの人材育成に取り組みます。

苦言産業技術高度化研究開発推 l関等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公設
進事業 ｜試験研究機関等と連携しながら、県内議産業の振興に生か

すことができる高度な技術を繍発するための研究に取り

組みます。

農業経営基猿強化促進事業 ｜ 認定農業者等の育成・経営改善、農業経営の法人化、集

落営農の組織化などの担い手育成対策を総合的に実施す

るとともに、人・農地プランが策定された地域の中心経営

体等に対し、農業用機械・施設等の導入を支援します。

農用地利用集積特別対策事業 i農地中間管理事業等による担い手への農地集積を促進
iするため、地域における人・農地プランの作成支援や機構

集積協力金の交付に取り組みます。また、扱い手の経営発

療に向け、集落営農の法人化などを支援します。

農地中間管王型機構事業

農福連携ネットワーク

形成・強化事業

ノウフク就労支援円滑化

地域モデル構築事業

担い手への農地集積・集約化を加速するため、 f農

地中間管理事業の推進に関する法律J！と基づき、農地
中間管理事業を推進します。

f農福連携全毘都道府県ネットワークj との連携を

強化する中で、全閣の優良事例や有効施策の調査をふ

まえ、農福連携の効果の発信などに取り組むとともに、

民間協議会等と連携した農林水産業と福祉をつなぐワ

ンストップ窓口を整備し、県内推進体制の強化を図り

ます。

樟がい者の施設外就労（農作業請負）の拡大・定着

に向け、地域の社会福祉協議会や農業協同組合等と連

携しながら、福祉事業所と農業経営体等をマッチング

する支援体制づくりに取り総みます。

-9『



要信 表努 要事草 書室 率概 要要

項 目 概 要

ノウフク・ブランド確立支援｜ ノウフク・ブランドの構築に向けて、企業等との連

事業 i携によるノウフク商品の販路湾拓や新商品の開発を支
援するとともに、ノウフク・マルシェ等を活用しなが

ら消費者に向けたPR 活動に取り組みます。また、福

祉事業所の施設外就労の定着に向け、コーディネータ

｝等の設置を支援します。

農福連携［福jの広がり創出I農業h の陵がい者就労拡大に向けYー特例日子会社設立川
促進事業 ｜を通じた企業等の農業参入を促進するとともに、生き

づらさや働きづらさを感じている若者等を対象にし

た、農業就業に向けたプログラムの作成や就農体験な

どに取り組みます。また、ノウフク商品の認知皮肉上

に向け、福祉事業所等によるノウブク JA Sの認証取
得を促進します。

新規就農者総合支援事業 ｜ 匿の f農業人材カ強化総合支援事業」を活用し、次
世代を担う農業者となることを志向する者に対し、

f準備型」として就農前の研修期間（ 2年以内）の生
活安定に資する資金を、 f経営開始型Jとして就農直
後（ 5年以内）の経営確立に資する資金を、それぞれ

交付します。

三重量の農業若き医の塁 ｜ 農業をピジネスとして展瀕できる人材を育成するた

プロジェクト総合対策事業 ｜め、県農業大学校に設置した「みえ農業版MB A養成
塾Jにおいて、県内の先進的な農業法人での雇用裂イ
ンターンシyプによる実習を中心に、経営やフードマ

ネジメント等を学ぶ人材育成プログラムを実施しま

す。

農業経営近代化資金融通事業｜ 農業者の経営改善に向けた取総への支援を目的として、

設備・運転資金等に必要な資金の円滑な融過を図るため、

利子補給を行います。

次代の農業を創る多様な ｜ 多様な人材の確保・育成やその人材を農業経営体等とマ

働き方総合推進事業 ｜ッチングする仕組みの構築とともに、 f働きやすさJや「や
り甲斐jを持てる職場環境・人材の育成体制の整備など「働

き方改革Jの取組を推進します。
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毒事 豪雪華 毒事 費量E キ既 喜宴

項

農康物安全・流通謀

目 要

秦和夫
059司 224向 2497

農協・農業共済指導事業

卸売市場流通対策事業

食の安全・安心確保推進事業

農産国芸課

11課長伊藤敬
電話 059-224-2547 

概

農業協筒組合等や農業共済総合の活動を支援し、地域農

業の活性化を推進するとともに、安全で安心な生鮮食料品

等の流通を確保するため、卸売市場等の経営義援強化を推

進します。
また、 『三重県食の安全盲安心の確保に関する条例』

等に基づき、金の安全・安心確保のための事業の総合的

な語撃を行うほか、操民等への分かりやすい情報の提供

に努め、多様な主体の徳宝理解と連携を進めます。

農業協同組合等及び農業共済組合の健全な運営を

篠保し、地域農業の発展を支える組織として活発に活
動できるよう支援します。

各市場の実態に応じて創意工夫さと生かした取組等

により卸売市場の活性化を図り、食品流通の核として
県内における生鮮食料品等の取引の適正化と合理的

．安定的な流通を推進します。

「食の安全・安心が確保された三重県Jを実現するため、
条例および基本方針に基づき、消費者・事業者等の主体的

な取組を総合的に推進するとともに、米トレーサピリティ

法等に係る監視・指導を実施します。
また、 Cs F等を含めた食の安全・安心に関する1E
しい知識と理解を深め、判断、選択を行えるよう情報
の提供に取り総みます。

地域特性を生かしながら新たなマーケットに対応した
米、麦、大豆、野菜、果樹、茶、花き花木等の安定生産！ を附…に j肖費
｜低…の一……生産附策に
取り組みます。

また、人と自然にやさしい農業を推進するため‘農業
生産工程管理（GAP）や潔壌に配慮した持続可能な生

産の普及”支援ととともに、 Dl'l料・農薬の適正な流通・
使用等に向けたm視・指導！こ取り組みます。

1
 
1
 



著書E 表努 著書E 葬~ キ既 蔓要

項 回 概 要

三震の水田農業構造改革総合 ｜ 水田農業の経営基盤を強化するため、新たなマーケッ

対策事業 ｜トに対応した米づくり、愛・大豆等の生産拡大、経営所

得安定対策の推進や優良種子の安定供給などに取り組み

ます。

康地パワーアップ事業 ｜ 地域農業再生協議会が策定した産地ノ号ワーアップ計画

に基づき、農業者や農業者団体による寓収益な栽培体系

iへの転換や共同利用施設の機能向上等の取組を支援じま

す。

園芸特産物生産振興対策事業｜ 県産額芸品自の生産振興に向けて、野菜および果樹の

価格安定対策や茶および花き花木の消費拡大、農業用ハ

ウスの防災対策などに取り組みます。

スマぃト農業果樹産地導入 ｜ 県南部のかんきつ産地において、スマート農業を導入

モデ、ル猿備事業 ｜するための爾地整備方針や再整備するエリア等を検討

し、関地再教備の慕礎となる闘場条件等を調査します。

海外に拠点を持つ旅行事業者等 I 伊勢茶やみかんの輸出拡大に向け、海外に拠点を持っ
と連携した飯路開拓事業 i旅行事業者等との連携により、現地企業による商品開発

等新たな手訟を取り入れて海外市場の障害拓に取り組みま

す。

農産物生産資材等監視事業 ｜ 安全・安心な農産物の生産と安定供給iこ向けて、農薬、
肥料の適Eな生産、販売および使用が確保されるよう監視

．指導を実施します。

農作物等適亙管理推進事業 ｜ 病害虫の発生動向に即した適期的確な防除対策や総合

E的病害虫管理（ IPM）技術の普及の推進、土壌診断デー
タに基づく土づくりを推進し、安全・安心で環境にやさし

い農業生援体制の構築会進めます。

農業環境価値創出事業 I 有機農業や総合的病害虫管理（ IPM）など、環境にや
さしい農業への取組を支援するとともに、有機JA S認証
制度に係る指導入材の育成などに取り組みます。

qdu 
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毒事 務第毒尊 重業根型E 蔓宴

項 呂 概 婆

f広がれGA Pの輪J推進支援｜ 持続可能な経営を実現し、次世代の農業経営体の磁保
事業 < 1育成につなげるため、農大・農業高校のGA P認証の取

得・維持を支援するとともに、農業者へのGA Pの取り

組みの一層の普及拡大を殴ります。また、 GA P農産物

の認知度向上や販売促進のためのフェア開催などに取
り組みます。

農業経営資源移譲円滑化事業 ｜ 農業経営資源（農業施設、農業機械など）の情報を収

集し、これら農業経営資源と新規就農者や経営拡大を目

1指す農業者とのマッチングを支援します。

畜産量果

中村雅人

059-224-2541 

畜産業の競争力強化に向け、畜産農家を核に際連産業

等が連携する高収益型畜産連携体を育成するとともに、

自給飼料の生産拡大や肥脊索牛の県内生産体制の構築、

集康音康物のブランドカ肉上と圏内外における販路拡

大の促進等に取り緩みます。
また、安全・安心な畜産物を確保するため、家畜伝染

病の発生予防およびまん延紡止の強化に取り組みます。

高収益型畜援連携体育成事業 ｜ 斎藤経営体を核とし、耕種農家や関連産業等が連携す

る高収主主製畜産連携体育成に取り組むとともに、生産性
向上に必要な畜産施設等の整備支援に取雪組みます。

みえの畜産物供給体制確立事業 I 海外や営都圏において、より一層他産地との差別化を図
り、販売攻勢を強めるため、高品質ブランド和牛の生産体

制の強化を図るとともに、ヱコフィード（食品製造爵l産物
等）の利活用による特色ある畜産物生産等の取組を進めま
す。

食肉センタ」流通対策事業 I 食肉の安定的な流通を確保するため、県内の基幹食肉
処理施設である四日市市食肉センターと松飯食肉流通

センターの経営安定のための支援を行います。
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奇童E 箸努 毒草 書皇室 ヰ既 喜重喜

項 自 概 要

三重の畜産物海外輸出ルート ｜アジア経済圏等をタ」ゲットとする県内畜産事業者の主

構築支援事業 j体的な輸出取組安支援するとともに、輸出先の多様なニ
ーズに対応できるノレ｝トの構築等に取り組みます。

畜産農場認吉正制度等導入促進事｜ 農場HACCP及びJGAP家憲・蜜産物の認証等の取
業 ｜得に向けた主主組を加速するため、指導人材の育成等によ

り、普及・指導体制の強化に取り組みます。

家畜衛生妨疫事業 ｜ 家審伝染病の発生予防およびまん延紡止と、餓料、

動物滞医薬品等の適正使用を推進するため、定期巡回

や立入検査等による監視指導を強化します。

また、家畜衛生技術の指導により、家畜の健康維持
と生産性の向上ゃを図ります。

また、飼養豚に対する予紡約ワクチンの接種を進める

とともに、今後のCs F等家苦言伝染病の発生に備え、迅
速な防疫措置に向けた体制の強化を図ります。

家議衛生危機管理体制維持事業｜ 高病原性鳥インフルエンザやCs F等の発生に備えて、
家畜保健衛生所における危機管理体制の維持や省産農場

の防疫強化を図るため、必要となる設備・備品の整備およ

びメンテナンスを行います。

また、野生イノシシによる感染拡大の防止を図るため、

cs F検査を実施するとともに、捕獲強化による生息数のl
低減に取り組みます。
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毒事 表第 毒事 費量E 模型E 芸書さ

I重 目 概 要

cs F対策プロジェJクトチーム｜ 農場におけるC・l:l .. Fの発生前止に向け、飼養豚に対す
I iる問一輔のー…もに恥
参事兼担当課長矢野次男 IIのししによるcsF感染拡大の防止を翻るため、経口ワ
電話 o~ト224四2021 11クチンの散布や野生いのししの主主患数の低減に取り絡み

'Iます。さらに、 csF等家畜伝染病の発生による畜産物
への風評被害の未然防止対策に取り組みます。

家畜衛生防疫事業 ｜ 鈎養豚に対する予防的ワクチンの接種を進めるととも
に、今後のCs F等家畜伝染病の発生に備え、迅速な防
疫措置に向けた体制の強化を~ります。

家畜衛生危機管理体制維持事業｜野生イノシシによる感染拡大の防止を図るため、 Cs F検
重去を実施するとともに、捕獲強化による生息数の低減に取
り組みます。

5
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項

農業碁盤整備課

｜課長堀江主征
電話 059-224 2556 

毒事 表努 尊重E 謬書室 ヰ既 蔓重喜

目 概 聖書

農業生態牲の向上に資するため、農業用水のパイプライlンー改良施一…開震基ーを
｜肌た開ため池の改…輔の耐護対策及び

推進するとともに、安全・安心な農村づくりに肉けて、老

長寿命化など農村の防災・減災等を計画的・効率的・総合

的｛こ実施します。

高度水利機能確保基盤整備事業一｜農地を集積ι大規模営農に取り総む意欲のある農業緩
営体の効率的な営農の実現に向け、ほ場の大区画化や用水

路のパイプライン化などの農業生産碁盤の整備に計磁的

に取り総みます。

県営かんがい排水事業 ！ 農業生産の基礎となる農業用水の確保、適期・適量供給
および、農地排水の改良を図るため、水田、畑等における装

幹的な農業水利施設の整傍・更新を行います。

主主幹農業水利施設ストック ｜ 老朽化が進んでいる農業水利施設の機能保全を図るた

マネジメント事業 ｜め、長寿命化および適切な予防保全対策を実漉します。

基幹土地改良施設防災機能拡充｜ 集中豪雨等の自然災害から生命や財産を守るため、排

保全事業 ｜水機場の整備を行います。

県営ため池等整備事業 ｜ 農業用ため池の決嬢等による被害を防止するため、耐震
性能不足や老朽化した農業用ため池等の整備を行います。

地すべり対策事業 ｜ 地すべり防止区域において、台風や梅雨前線等による集
中豪雨に伴い発生する災害から農地や人家等を紡護する

ため、地すべりの危検性が高い地域から重点的に施設を整

備します。

命と暮らしを守る農道保全対策 i災害時の緊急避難路および物資の輸送路を確保するた
事業 iめ、基幹左なる農道について、老朽化した路面や法商の保

全対策、安全対策を実施します。

団体営災害耕地復旧事業 ｜ 自然災獲により被災した農地・農業用施設を早期に復！日
するため、「農林水産業施設災害復1a事業費問庫補助の暫
定措置に関する法律j による災害復1a事業を行います。
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毒事表努署吾多長キ既蓮華5

項 自 概 要

県単土地基盤整備事業 I 農業生産基盤や農村生活環境の整備等のうち、国庫補助
l事業の採択基準に該当しない小規模な地区について支援
します。

県単主主幹水利施設緊急調査・ ｜ 老朽化により著しく機能が低下しているパイプライン

補修事業 l等の農業用施設について、管の破裂などの事故を防止する
ため、必要な務遂を行うとともに、事故発生時における緊

急補修等を実施します。

農業・農村における生物多様性｜ 地域の生態系を調査し、生態系を保全する工法で事業を

保全対策事業 i実施するとともに、事業の完了後にも生態系調査を行い、
その効果を検証することにより、農業・農村における生物

多様性の保全を図ります。

海岸保全施設整備事業 高潮等から海岸保全区域の背後農地を防護するため、堤

防など老朽化した海岸保全施設の改修等を行います。

農山漁村と都市との交流や農山漁村のくらしの魅力発

11信地域一一エ鰯設等の蹴や観光創出自
然体験活動の促進などにより、地域の特性を生かした多様
な雇用機会の創出に取り組みます。

また、農業，農村が持つ多留約な機能の維持・発揮に向

け、農地・農業用施設等の適切な保全など、多様な主体の

自主的な活動を持続的に発展させていく仕組みづ〈りに

取り絡みます。

農山漁村づくり課

課長伊藤隆幸

電話＇ 059-224-2551

自然体験活動のヲィールドを生i健康経営やプクティピティに関心の高い企業やインパ
かした新たな価値協創事業 iワンド等を対象に、アクティブレストの場として県内の自

然体験活動のフィールドが選ばれるよう、キャンベーンを

実施します。また、市町を越えた f自然体験」 f食j 「治」

の組み合わせによるインバウンド向け評価型モニタ｝ツ

ア｝を実施し、受入体制強化や魅力的なプログラムへのブ

ラッシュアップを行います。

守
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遣事 豪雪苦 司書E 当急 務t!t 蔓要

項 目 概 要

三重まるごと自然体験展開事業i三重言県が誇る豊かな自然を f体験j という形で生かし、
多くの入を呼び込み、交流の拡大を図るため、自然体験活
動を展開する人材の育成、活動回体を核とした連携の促

進、県内外への積極的な情報発信などに殺り総みます。

移住促進に向けた農山漁村魅力 i農林漁業体験民宿等や市町担当者間でのノウハウの共
発信事業 ｜有を進め、移住希望者のニ｝ズに合わせた受入れが継続的

に行える体構せを構築します。また、これら各地の取組を都

市部において情報発信しますロ

多磁的機能支払事業 I 農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を隠るため、
農地・農道・水路等の地域資源の保全や景観形成などに向

けた地域の共同活動を支援するとともに、農村の地域資源

を保全していく体制の整傍に取り組みます。

中山間地域等直接支払事業 ｜ 中山間地域等における多面的機能の維持・発揮を図るた
め、農業の生産条件の不利性を補IEする直接支払を実施す
るとともに、将来にわたって営農が継続される体制の整備

に取り絡みます。

県営中山間地域総合整備事業 ｜ 農業の生産条件等が不利な中山間地域の実情をふまえ、
それぞれの地域の立地条件に沿った農業生産基数の整備
を効率的に行うとともに、営農飲雑用水等の農村生活環境

の整備を総合的に推進します。

食料の安定供給や多箇釣な機能の発揮が求められる農

I －…で確保…、計薗…利用農
｜業振興地域の輔計画の艇な管理、土地制問織及
び施設管理体制の襲備を促進します。nu 
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課
一
－
森
的

整
一
調

一

長

話

均
一
一
線
電

農

「

農地調整費 農地法許可事務および農事紛争調停等を実施し、農地訟
の適正な運用を図ります。

農地の一時転用を伴う砂利採取の認可を行い、採取後の

農地への確実な復元に肉けて指導を行います。
f農業振興地域の整備に関する法律jに基づき市町の農
業振興地域整備計画の適正な管理について助言を行い、農

業振興地域の保全・形成に努めます。
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毒事 表努 事事 当事室 キ既 蓮華5

町項 l'I 概 要

自作農財産管理費 ｜ f自作農創設特別措霞法jおよび「！日農地法jに基づい
て取得した自作農財産（国有農地・開拓財産）について、

管理及び農業呂約のための売払等、開拓道水路について

は、市町等への譲与を行います。

また、農地として適さない土地については、農業を目的
としない売払等を積極的に促進します。

県単土地改良施設整備事業 I 県営事業で整備した土地改良財産の一部が未登記や施
設の不具合等の現由iこより市町、土地改良区へ譲渡できず
にいることから、来譲渡原闘を解消し、早期に譲渡手続き
を図り、土地改良財産の適正な管理を進めます。

農地総務費 ｜ 用地・換地関係の苦情・紛争に対する指導・助言を行い、
早期解決を図ります。

また、農地法の業務にかかる議資・資料整理・報告等の

事務に対応するため、嘱託員の配置を行います。

土地改良区資産評価デ｝タ ｜ 土地改良区に対し、土地改良事業にで造成した土地改良

整備事業 i施設について資産評価を行い、その現在価値を提供するこ
とにより、土地改良法第29条の2により義務化される決算
関係資料における貸借対照表の作成に必要な情報提供を
行います。
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毒草 孝重苦 毒塞 謁~ ヰ既 議重き

項 民 概 要

ワ
t

山

山

部

和
A
r。，u
藤
令

課
一
近
日
山

策
一
対
一
一
長
話

害

一

課

電

獣
「
i
i

野生鳥獣による農林水産被害は、依然として被害が大き

い集落があることから、被害の軽減！こ向けて各市町等と連

携し、侵入紡止棚の襲備などを進める f被害対策』、野生

鳥獣の捕獲カの強化などを進める r生息数管理j、および
これらの取組を強化するための基盤となる集落ぐるみの

『体制づ〈りjに取り組み、獣害対策を推進します。

また、 Cs Fの感染滋と考えられているイノシシの捕獲
強化に取り緩みます。

獣害対策推進体総強化事業 ｜ 獣害対策に取り組む集落の確保・育成および指導者育成
講座の開設等による地域リーダーの育成などにより、獣審

につよい集落体総づくりを進めます。

また、被害対策の支援につながる新技術の隣発・実証を

行います。

獣害につよい地域づくり推進｜ 市町の被害防止計画に基づき、侵入防止相官接備等の被筈

事業 ｜対策や被害防止のための捕獲（有害鳥獣捕獲）活動への支

援に取り組みます。

野生鳥獣生息管理事業 I 「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する
法律j および「第12次鳥獣保護管理事業計画j に主主づ

き、鳥獣保護区等の指定や管理を行います。

また、ニホンジカやカワウの適切な保護管理を図る

ため、生息状況のモニタリング調査などにより野生鳥

獣の生息管理を行います。

野生鳥獣捕獲管環事業 ｜ f鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する
法律j に基づき、聖子生鳥獣の捕獲の適正化を図るため、

鳥獣保護管理員による狩猟の取締り・指導を行うとと

もに、狩猟免許試験や更新時講習などを行います。

また、ニホンジカの適切な生息頭数の管理を行うた

め、ニホンジカの捕獲等を行います。

野生イノシシ捕獲強化事業 ｜ イノシシによる被害軽減およびCs Fウイルス感染
拡大防止のために、市町等が実施する捕獲活動への追

加支援や県主体の捕獲を行い、イノシシの捕獲強化に

取り組みます。
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毒事表努弓亘書長ヰ既喜霊5

4
 

kυ 

朝
間
一
篤

b
a

営

一

幻

綬
一
一
律
一
十

業
一
横
町
山

項
一
林
一
！
？

一
臣
賞
話

林

一

課

電

森

「

i
l－
－

日 概 要

次代へつなぐ三重の林業をめざして、櫨裁、間伐等の森

J I林輔の促進一…網一時木材の
｜安定供給体制の構築など、持続可能な林業生産活動の推進

｜に取り組みます。

また‘みえ森林・林業アカデミーにおいて、次代の林業

や地域を担う人材を育成するほか、公共建築物等の非住宅

の木造建築等における需要の獲得など、県産材の利用促進

に取り組みます。

さらに、市町が主体となった森本企経営管瑛和i度の促進に
向けた取組を進めます。

「もっと県産材を使おう」推進；I f三重の木」等県産材の情報発信、 Jll上から川下までの
事業 I 

iネットワーク強化、首都騒でのPR活動等のほか、展示効

果が見込まれる県施設の木質化や木造・木質化に向けた相

談窓口の設置に取り組むなど、住宅および非住宅における

県産材の利用拡大を図ります。

中国等アジア箇に肉けた県藤i
｜ 中層等アジア圏への県産材の輸出を促進するため、輸出

材輸出促進事業 I 
1先企業を対象とした県藤材製品の魅力安伝える説明会等の

凋催や、 IE総見本市におけるPR活動等のほか、より付加
価値の高い新たな県産材製品の販路開拓に取り組みます。

林業・木材産業構造改革事業
林産物等の安定的な供給・利用の確保を図るため、搬出

間伐や、森林作業道、木材加工流通施設の整備等を支援し

ます。

原木安定供給促進事業
地域材の競争力強化を図るため、体質強化計画に基づき

合板工場等に原木を安定的に供給する事業者が行う罰伐材

｜の生産および路網整備等を支援します。

地域森林計画編成事業
地域特性に応じた森林政策の推進目標と森林整備の指針

を明らかにするため、 4つの森林計画区ごとに地域森林計
闘を樹立するほか、森林GI Sの運用・管理を行います。
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著書E 豪華苦 毒審 議長 模型正 肇芸

項 目

森林経営言十種雪作成推進事業

概 要

森林経営計爾の作成に必要な、森林組合等による森林情

報の収集・整理、立木調査や路続調査、説明会・個別訪問

等に主る合意形成活動のほか、森林境界の明確化の実施に

対し支援します。

造林事業 ｜ 森林の有する多溜的機能の維持・増進や持続的林業生産

活動等を推進するため、様栽、下刈り、鴻｛伐、枝打ち等の

森林整備や、…獣害防護柵y森林作業道の整備等を支援しま

す。

特定森林再生事業 ｜ 自然条件等により、森林所有者の自助努力では更新が図

難な森林において、森林所有者と市町が協定を締結し、緊

急的に実施する碍造林等や、重要インフラ施設に隣接し、

台風等の自然災害により被害を及ぼすおそれのある森林

において、市町等公的主体が森林所有者および施設管理者

と協定を締結して実施する関伐等を支援します。

新たな森林経営管理体制支援 ｜ 市町が主体となった「新たな森林経営管理制度jが円滑

事業 ｜に進むよう、みえ森林経営管理支援センタ」等を通じた市

町への支援体制を充実するとともに、市町や林業経営体が

行う森林整備が促進されるよう、担い手の確保や少花粉ス

ギ・ヒノキの種子の主主主主体制の強化を行います。

森林情報基盤裳備事業 ｜ 災害に強い森林づくりを効果的に進めるため、航空レー
ザ沸！量を実施して森林資源等の詳細な情報を取得し、客観

的な評価に基づき、整備が必要な森林の把握等を行いま

す。

重量かな森と地域をまEう人づく｜ 地域の森林資源を有効に活用するため、自伐裂林業など
り事業 ｜多様な主体による林業経営活動を支援するほか、高校生等

への就業体験の開催、労働災害の削減に向けた安全衛生指

導員の養成や労働現場の巡回指導等の取組を支援します。
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毒事 表努 喜事車 場患 者統 芸吾

項 自 概 要

みえ森林・林業アカデミー ｜ 「みえ森林・林業アカデミーjにおいて、既就業者を対
運営事業 ｜象とした基本コ｝スのほか、市町職員講座や各種選択講

座、中大規模の木造設計を行える建築士の養成や県・市町
の営繕拐さ当者等を対象とした研修会を行います。

みえ森林・林業アカデミー拠点i fみえ森林・林業アカデミーjにおける安全で安心かっ
整備事業 j充実した教育環境を実現し、効率的な講康運営を行うた

め、子どもから大人までを対象とした森林・林業の人材育

成等に隠する新たな拠点線設の整備を進めます。

林福連携による新たな雇用 ｜ キノコ栽培、木工、苗木生産などの分野において、生康
創出促進事業 ｜者と福祉をつなぐ人材の育成やマッチングの仕組みづく

りなどの支援体制を強化し、林業分野における施設外就労

を促進するなど、障がい者の就労機会の拡大に取り組みま
す。

森を脊む人づくりサポ｝ト体i森林環境教育や木育、森林づくり活動にかかる相談
制整備事業 ｜窓口となる「みえ森づくりサポ」トセンターJを運営

し、情報発信や森林環境教育プログラムの提供、指導

者の育成等を行うほか、森林環境教育・木育の体験施

設の整備を行います。

みえ子ども森林・林業アカデミ｜ 子どもたちの健全な心身の育成と森林・林業に関す
｝自然体験事業 ｜る職業意識の醸成を図るため、野外体験指導者等と連

携して、県内各地で、新たなプログラムに基づく自然
環境キャンプを実施します。

林業技術開発事業 I 他の公設試験研究機関等と連携しながら、県内森林
－林業・木材産業の振興iζ生かすことができる高度な
技術を凋発するための研究に取り組みます。
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項

治山林道諜

｜課長時欄
電話 059-224可 2575

著書正 家発 毒事 費量さ ヰ既 蓑~

関 機 事基

森林等における自然災害から地域住民の生命・財産を保

1 ・1…め治山ダム…一一一
！とともに、保安林において間伐等の森林整備を行い、保安

i林の機能を向上させるなど、災害に強い森林づくりを進め
• ます。
また、森林整備の基盤となる林道の整備を行い、林産物

の安定供給を推進するとともに、森林の持つ公主主的機能が

高度に発揮できる森林づくりに取り組みます。

治山事業 I 山地災害の復旧や予防を図る治山施設の整備を進める
とともに、公益約機能が低下した保安林の森林整備や老朽

化した治山施設の改修等を行います。

治山施設災害復！日事業 ｜ 林地荒廃防止施設に災害が発生した場合の復旧等を行

います。

災害に強い森林づくり推進事業｜ 「みえ森と緑の県民税Jを活用して、「災害に強い森林
づくり jを進めるため、流木となるおそれのある渓流沿い

の樹木の伐採・搬出等どともに、治山施設等に異常に堆積

した土砂や流木の撤去等を行います。

林道事業 ｜ 木材の生蕨や搬出に必要となる林道を開設するととも

に、輸送力の向上と通行の安全の確保等を図るため、既設

林道の改良等を実施します。

林道施設災害復！日事業 ｜ 自然災害により被災した林道施設の復！日を支援します。

保安林整備管理事業 ｜ 地域森林計画に基づき、水源の溜養、災害の防備、生活

環境の保全・形成、保健休養機能等の発揮が特に必要な森

林を保安林に指定するとともに、適正な維持管理を行い、

森林の保全を留ります。

森林病害虫等防除事業 ｜ 「森林病害虫等防除法」にJ毒づき指定した「保全すべき
松林Jに対し、市町が松くい虫防除を行う際の参考となる
発生予察を実施し、被害の把握および拡大防止に努めま

す。
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毒事 示室E 導主 費量E ヰI型E 凄霊5

項 自 概 要

みどり共生推進課 I fみえ蘇と線の県民税』を活用して、 F災害に強い森林
づくり』と r祭民全体で森林を支える社会づくりiを市町

課長 中村元久 I iと連携してより一層進めます。
電話 059-224-2513 I I また、優れた自然環境の保全や希少な野生動植物の保護

などの取組をさまざまな主体と連携しながら進めます。

さらに、大杉谷登山歩道などの自然公園施設の適切な維

持管理や施設事11.mを進めるとともに、伊勢志摩国立公屈に
おいて、美しい自然景観等の魅力を湿内外から訪れる利用

者に十分体験・体感していただけるよう、ビューポイント
の整備等に取り緩みます。

みえ森と緑の県民税市町交付金 ifみえ森と緑の県民税jを活用し、市町が創意ヱ夫した森
事業 ｜林づくりの施策を展開するとともに、面的な森林整備や横

栽地の獣苦手防止等の流域防災機能を強化する対策や、ライ

フライン沿いの危険木を事前伐採する対策に、県と＊冒丁が
連携して取り組みます。

野生生物保護事業

自然環境保全対策事業

｜ 生物多様性の保全を推進し、生態系ネットワークの形成
を促進するため、保全活動や普及啓発、アドバイザ｝の派

遣などによる人材育成に取り組みます。また、貴重な自然

環境の保全や野生生物の保護を図るため、自然環境保全指

導員による巡視活動や傷病野生鳥獣の救護等を行うほか、
死亡野鳥等の高病原性鳥インフルエンザウイルスの保有

状況調査を実施します。

豊かな自然を将来にわたって維持していくため、国

定公園および県立自然公劉の適正な保全等を行いま

すu
また、自然公童書等において、生態系の維持・回復が

必要な地域の調査や対策に関係者と協力して取り組
みます。

自然公園ナショナノレパーク化 iナショナルパ｝ク化をめざす伊勢志摩国立公国に
促進事業 iおいて、美しい自然景観等の魅力を国内外から訪れる

利用者に十分体験していただけるよう、国立公圏内の

ビューポイントの整備や地域資源の保全・活用に取り
組みます。
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毒事 穫量E 著書長 費量E ヰ既 遺書5

項 自 概 要

自然公閤利用促進事業 ｜ 泉氏の自然とのふれあいを促進するため、東海および近

畿自然歩道や登茂山園地、大杉谷登山歩道など自然公闘施
設等の適切な維持管理を行います。

森林公園利用促進事業 ｜ 森林環境教育や自然とのふれあいの拠点施設として、
「三重県民の森jおよび「三重県上野森林公園jの適切な
維持管理を行うとともに、利用者のニ」ズにあわせたイベ

ント等を開催し、利用の増進を問。ます。

自然に親しむ施設整備事業 ｜ 利用者が、優れた自然環境や自然景観に親しむこと

ができるよう、国立・国定公園および長距離自然歩道

において、適切かつ安全な利活用を促進するための施
設整備を行います。

森林環境創造事業 ｜ 森林の有する公益的機能が持続的に発揮されるよう、環

境林において森林所有者等が市町と協定を締結した森林
を公共財と位農づけ、強度続伐等により針葉樹と広葉樹の

混交林へ誘導するなど、市町による森林の適JEな管浬を促
進します。
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ら

尊重E 示室苦 著書Z 業 キ既 望書さ

自 概 要

『三重県水産業及び漁村振興に関する条例j に基づき、
地域の水産業や漁村の活性化に肉けた取組を支援するた
ともに、費生産水産物の高付加価値化や輸出を含めた販路拡
大や養猿業の振興に取り組みます。また、持続的な水産業
の擁立に陶ft、新規就業者の支援や水福連携の推進などに
よる多様な担い手の確保・育成、協業化・法人化の促進な
どによる漁業者の綾営カ淘上を函ります。さらに、漁業協
詞組合が地域水産業の振興にゆ核的な役割を担えるよう
組織の強化・鍵全化を促進します。

スマ｝ト水産業実証体制構築｜ 水産業が将来にわたり安定的に継続していくために不
事業 ！可欠な新技術を関係者左連携して研究する等、水産業のス

マート化の普及促進を図るための体制を構築します。

魚類養殖におけるA 1・Ic I A I・Ic Tを活用して養殖魚（マダイ等）の給餌・遊
T技術導入促進事業 ｜泳行動パターンを解析ナることで、小規模経営体が導入可

能な完全自動給餌システムの開発などに取り組みます。

次世代型海藻養殖による豊か｜ 各種環境情報のビッグデータをクラウド上に集約し、A
な伊勢湾再生事業 I I処理することで、海況の可視化、将来予測を行うプラッ

トアオ｝ムを整備するとともに、その情報を活用したノリ
の適正養殖管理技術の開発を行い、海況に適応した養殖管
現マニュアルを作成します。

真珠養殖におけるA I • I .c I 高度な技術と経験が必要な真珠養殖業について、優秀な
Tを活用したスマート化促進｜養殖業者の養殖技術の見える化や Ic T等を活用した環
事業 ｜境予測技術など、優良技術の継承や真珠の生産性の向上の

ための技術関発に取り組みます。また、 Ic Tブイによる
漁場環境の情報提供や適正養殖管理マニュアルの普及に
より、アコヤガイへい死等の被害の軽減につなげます。

環境調和型真珠養殖システム構｜ 持続的かっ環境に配慮した真珠養殖システムを構築し、
築事業 ｜県藤真珠のブランドイメージの向上を図るため、真珠養殖

業者等の関係者と連携し、養雛廃棄物のコンポスト（堆肥）
化技術の開発と普及、漁場におけるアコヤガイの飼育試験
や感染疲の可能性の検討などのアコヤガイ大量へい死の
原因究明、海外でのPRに取り組みます。
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毒事 表努 毒事 費量主 ヰ既 蓮華5

項 自 概 要

水産業・漁村を支える扱い手のi漁村が他地域からの人々を持続的に受け入れ、漁業を
確保育成事業 ｜守り、地域の活力を維持していくため、漁協が運営する

漁師塾の実施地区の拡大を支援します。
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地域漁業協業化・法人化モデル｜ 漁村地域において 2つ以上の漁業種類の経営体が協
構築支援事業 ｜業、法人化を進める取組等に対して、中小企業診断士、

社会保険労務土、税額士といった専門家等を派遣し、事
業計画の作成、協業化・法人化に必要な手続き等の指導
．助言を行います。

漁業近代化資金融通事業 施設・機器等の導入時や経営の安定化を図る際に、漁
業者等が低利の融資を受けられるよう、融資機関に対し
て県が利子補給を行います。また、アこヨヤガイ大量へい

死の被害を受けた真珠養殖業者が献資を受ける際iこ、融
資機関等に対して無利子化および保証料無償化のための
助成を行います。

漁業共済推進事業費 異常気象などによって漁業者が受ける損失を補てんす
る漁業共済への加入を促進するとともに、発生が予測で
きない赤潮による損失に備え、養殖共済の赤瀬特約に係
る掛け余の一部を補助します。

アジア経済麹等に向けた県産71<I 閣の掲げる水産業の成長産業化、 「もうかる水産業J
産物輸出促進事業 ｜への転換を図るため、水産物需要の高まっているアジア

経済閣等を対象に、競争力のある県産水産物の輸出を戦
絡的に展開していきます。
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弓葺 矛努 毒事 費量E 布玩 妻妾

項 目 概 要

県産水産物の品質向上による水｜ 水産業が将来にわたり安定的に継続していくために必

産業の成長農業化事業 ｜要な漁業者の所得向上をめざし、水産資源の持続可能な
京ljf詰を担保する水産エコラベル認証の取得促進や、品質
管理の強化に取り組み、県産水産物の差別化を図るとと
もに、新たな販路の開拓を進めていきます。

水産業技術高度化研究開発推｜ 国等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公
進事業 、 ｜設試験研究機関等と連携しながら、県内漁業が抱える漁

業生産技術の課題解決やさらなる技術向上のための研究
開発に取り組みます。
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消費者に安心される養殖水産物i水産物の安全・安心の確保を図るため、新規疾病を含
の生産体制整備事業 jむ魚、病診断や水産用医薬品の残留検査等の養殖衛生管理

指導に加え、水産関係団体等と連携した貝毒検査を実施
します。

水産資源管理課 ｜ 『三重県水産象及び漁村の振興に関する条伊~J に義づ
き、水産資源の維持・増大を悶るため、科学的知晃を締ま

藤閏 弘一 I Iえた新たな資源管理体制の構築を殴るとともに‘効果的な
電話 059-224-25s2 I ｜栽培漁業の推進、漁業秩序を維持するための漁業取締業務

を実施します。

I C Tを活用した新たな資源｜ 水産資源の持続的・安定的な利用のため、留の水産
管理システム構築事業 ｜政策の改革をふまえ、科学的根拠に基づく精度の高い

資源評価を実施するとともに、資源評価結果を漁業者
にフイ｝ドパックする仕組みを構築しまず。
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毒事 者努 弓喜 多量生 事既 喜要

項 関 概 要

海女による豊かな海づくり事｜ 「海女による豊かな海づくり j のため、関係機関と

業 ｜連携し、海女による藻場の管理の仕組みづくり、海の

環境変化に対応したアワビ種苗生産の検討、海女によ

るアワピ養殖の検討、サスティナフソレな海女漁業の魅

力発信に取り組みます。

種苗生態推進事業 ｜ 県内のっくり育てる漁業の促進を図るため、三重県
栽培漁業芦ンタロI望書島）の施設を活用し支クルマエ
ピ、ヒラメ、アワピ等の放流用種苗の大量生産を行い

ます。また、アコヤガイ大量へい死に係る緊急対策と

して、アコヤガイの種苗生産を行います。

漁業取締事業 I 漁業秩序を維持するため、関係機関と連携しながら
、漁業取締業務を実施するとともに、漁業取締船の機

能の維持管理を行います。

内水面域振興活動推進事業 ｜ 内水面資源の維持・増大を図るため、内水面漁連が
行う稚アユ放流や漁業被害をもたらすカワウ駆除等

への支援を行います。
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『三重県水産業及び漁村の振興に関する条例」に基づ

｜きーく生一い水産一一向

｜津波械や長寿…など氷産業の基ーと藻場

村の構築を覇軍るため、漁港施設や海岸保全鑑設の耐黛・耐

網干潟等の造成など水産動織物の主主育環境の保全、改善及

び創造に取り組みます。

水産物の生産機能の強化および紡災・減災対策を図るた

め、耐津波防波堤等の整儀を実施します。
県営水産生産基盤整備事業

県営漁港施設機能強化事業 勢力を増す台風等の自然災害による高潮・波浪等の越波

や浸水被害に備えるため、防波堤等の整備を実施します。
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要慎 表努 善事 費量さ ヰ既 蔓霊E

項 居 概 要

県単漁港改良事業 ｜ 災害に強く安全な地域づくりや水産物の安定的な供給

を図るため、小規模な施設の改良や県管理漁港におけるB
c p （業務継続計画）の策定・運用に取り組みます。

海女漁業等環境基盤整備事業 ｜ 沿岸海域において、海女漁業等の漁業生産力の向上や水

質浄化機能の回復、水産資源の生息場の環境改善を留るた

め、藻場造成に取り総みます。

伊勢湾アサリ漁業環境基盤ま整備｜ 伊勢湾のアサリ資源の復活に向けた取組を支援するた

事業 ｜め、伊勢湾での作湾および干潟造成を行うとともに、アサ

リ稚貝の移殖すニュアノレの普及・啓発に取り組みます。

広域漁場整備事業 ｜ カツオ等の回遊性魚類の漁場を形成し、安定的な漁獲量

の維持及び操業の効率化を図るため、浮魚礁を設置しま

す。

強い水産業づくり施設整備事業 i水産業の生産性を高めるため、漁協等が行う共同利用施
設等の整備への支援を行います。

水産多面的機能発揮対策事業 ｜ 漁業者を中心にした活動組織が取り級む藻場・干潟の保

全等の活動を支援するとともに、条内外の優良な取組事例

を紋集し、成果報告会等の場において、県内活動組織闘で

情報共有を図ります。

県営漁港海岸保全事業 ！ 大規模自然災害に備えるため、海岸保全施設の改修等の
主主施iとより施設の機能強化を図るとともに、長寿命化計爾
の策定を行います。
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字毎長ζお善弘多重量訪葡望重墨書喜子主主主妥言等ヨE表毎長雪糸乱緩安匡主君
（戸苛7J℃夜話主魚金書香辛苦F王里害童話長室t妥三吉署吾妻重苦長宅伊F言受〉

事務局長（書記） 林 茂 幸

三重海区漁業務 定数 3名

整委員会事務局 現在員 3名
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尊重E 表毎 弓ヨE 多書室 栽発 事g::

項 関 概 要

海区漁業調整委員会事務 漁業f去に基づく漁場計画の策定や漁業権免許申請者の適格
局 性の審査、漁業務繋規則の改正等についての知事諮問に対する

答申、漁業調整規則に義づく漁業許可の取扱いや海洋生物資源

事務局長 林茂幸 の保存及び管理に濁する法律（TAC法）に基づく県計画、県

霞話 059-224 3036 資源管理指針等に演する協議、委員会指示の発動等のための公

糖、会、委員会等を開催するとともに、各種漁業調整に関する案

｛中を審議するために必要な調査等を行います。

また、本県と海面が隣接する和歌山、愛知雨海区との連合海

区漁業調整委員会の開催を通して漁業調整上の問題を協議し、

操業秩序の維持確立や漁場行使の円滑化に取り組みます。

さらに、金属海区漁業調整委員会連合会に参商し、海区間の

相互連携・協議を通じて広域的な資源・漁場利用および水産資

源の維持管理や外国との漁業交渉潤題など、個々の海区では解

決できない重要課題の解決に向けて霞等への働きかけを行い

ます。
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著書E 務聖子 署葬 多長 模型E 喜重さ

項 目 概 要

内水面漁場管理委員会事務 漁業法に基づく漁場計画の策定や漁業権免許申請者の適格

局 f生の審査、遊漁規則の制定又は変更認可、漁業調整規則の改正
等についての知事諮滑に対する答申、第五積共同漁業権者に係

事務潟長 林茂幸 る目標場殖量の策定公示、漁業調整を殴るための委員会指示の

電話 059-224…3036 発動等のための公聴会、委員会等を開催するとともに、審議に
必要な識変等を行います。

また、全国内水磁漁場管理委員会連合会へ参画し、外来魚対

策やアユ冷水病等の魚病問題、漁場環境の保全対策等の全国共

通の主重要課題の解決に向けて00等市の働きかけを行いまオ。

-34 



に
υ。、u


